
４．在宅医療連携拠点事業 
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■本事業の目的 

    ○ 高齢者の増加、価値観の多様化に伴い、病気を持ちつつも可能な限り住み慣れた場所で自分らしく過ごす「生活の 
  質」を重視する医療が求められている。 
 
  ○ このため、在宅医療を提供する機関等を連携拠点として、多職種協働による在宅医療の支援体制を構築し、医療と 
  介護が連携した地域における包括的かつ継続的な在宅医療の提供を目指す。 
  

在宅医療連携拠点事業のイメージ 

                      【24年度要求額 ：１８０４百万円 】 

 
 
 
 
 
 
 

２４時間連携体制、チーム医療提供 

事業報告書の作成 
・多職種連携の検討会において  
 抽出された課題と解決策 
・２４時間体制やチーム医療体 
 制の実現方法や課題 
・効率的な医療提供のためのア 
 ウトリーチや活動内容     
・連携拠点を担う医療機関の医 
 師の役割や機能 
・ＩＴを利用した多職種間の情報 
 共有のあり方         等 

事業終
了後 

・データ収集・分析を通じて、
在宅医療連携拠点が地域に
おいて必要な役割を果たす
ための条件を見出していくこ
とにつなげる 

・好事例の情報を広く関係者
に提供し、在宅医療の取組
みの全国的な向上を図る 

 □ 在宅医療連携拠点事業 
24年度予算  2,058百万円 ＇H23 109百万円（ 

重点化分   1,010百万円 
復旧・復興分 1,048百万円 

・人材育成に関
して積極的な役
割を担う 

・医療福祉従事
者及び住民に
対する普及啓発
を行う 

 

連携拠点に配置されたケアマネジャー
の資格を持つ看護師とＭＳＷ等が地域
の医療・介護を横断的にサポートするこ
とで、病気を持ちながらも住み慣れた地
域で自分らしく過ごすことが可能となる 

情報共有・連携 

情報共有・連携 

情報共有・連携 

地域の診療所＇有床、無床（、薬
局、訪問看護ステーション、等 

退院支援のサポート 

地域包括支援センター 

複合型サービス 
事業所等 

 
 

 
 

医療と介護の協働 

保健所 

情報共有・連携 

人材の育成・普及啓発 

病院＇急性期、亜急性期、回復期（ 

看護、介護サービス 

※復旧・復興分で実施する事業は、災害時に 
  必要な備品の整備を追加 

 

在宅医療連携拠点 
＇在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所・訪問看護ス
テーション等（ 
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在宅医療連携拠点が行う事業 

1（多職種連携の課題に対する解決策の抽出 
  ・地域の在宅医療に関わる多職種＇病院関係者・介護従事者等も含む（が一堂に会する場を設定する＇年4回以上（。 

   そのうち一回は、各地域の行政担当官及び各関連施設の管理者が参加する会合を設定する。 
 

2（在宅医療従事者の負担軽減の支援 
  ・24時間対応の在宅医療提供体制の構築 

   －24時間対応が困難な診療所、保険薬局及び小規模ゆえ緊急時や夜間・休日対応の困難な訪問看護 

      ステーション等が在宅医療を提供する際、その負担を軽減するため、各々の機関の連携により、互い 

              に機能を補完する体制を構築する。 

      ・チーム医療を提供するための情報共有システムの整備 

   －異なる機関に所属する多職種が適宜、患者に関する情報を共有できる体制を構築する。 
 

3（効率的な医療提供のための多職種連携 
  ・連携拠点に配置された介護支援専門員の資格を持つ看護師等と医療ソーシャルワーカーが、地域の医療・福

祉・保健資源の機能等を把握し、地域包括支援センター等と連携しながら、様々な支援を包括的かつ継続的に
提供するよう関係機関に働きかけを行う。 

 

4（在宅医療に関する地域住民への普及啓発 
  ・在宅医療やそれに従事する職種の機能や役割を広く地域住民に紹介し、地域に浸透させるためのフォーラムや

講演会等の開催やパンフレットの発行を通して、在宅医療の普及を図る。 
 

5（在宅医療に従事する人材育成 
  ･連携拠点のスタッフは、多職種協働による人材育成事業の研修のいずれかに参加し、都道府県リーダーまたは

地域リーダーとして、在宅医療に関わる人材の育成に積極的に関与すること。 
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•   

地域包括支援センターＡ 

＇参考１（     地域包括ケア体制について＇イメージ（ 

【「地域ケア会議」の構成例】 
  市町村、ケアマネジャー、 

  医師、医療関係者 
  介護サービス事業者 
  家族 

人口１０万人の市のイメージ 

保健師 社会福祉士 
主任ケアマ
ネジャー 

地域包括支援センターＤ 

地域包括支援センターＣ 

地域包括支援センターＢ 

診療所 

薬局 

病院 

医師会 

歯科診療
所 

訪問看護ステーション 

日常生活圏域Ａ 

日常生活圏域Ｂ 

日常生活圏域Ｃ 

日常生活圏域Ｄ 

在宅医療連携拠点 
 
・多職種連携の課題に対する解決策の抽出 
・在宅医療に関する連携スキームの構築 
・一人開業医の２４時間体制のサポート 
 （輪番当番制 等） 
・地区医師会との連絡調整 
・コーディネーターの配置 
・普及啓発 
・人材育成 
 
 

 

医師会の協力体制づくりや 
医師の参加等 

※ 地域包括支援センター及び在宅医療連携拠点の連携は、地域の実情により柔軟に行う。 

地域の連携上の課題解決のため 

の会議の参加、人材育成（ケアマネへ
の参加周知）等 
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市町村 
 

＇参考２（  地域包括ケア体制について  ＇平成２４年度予算（ 

地域包括支援センター（4,065か所） 

「地域ケア会議」の設置・運営 

24’予算 約４８６億円 
※包括的支援事業及び任意事業の国庫補助額 

地域ケア多職種 
協働推進等事業 

（老健局） 

  24‘予算  約８．２億円 

○地域包括ケア推進指導 
 者の養成 
○「地域ケア会議」の 
  運営指導 
○専門職の派遣 
 ・ＯＴ、ＰＴ、管理栄養士、 
  弁護士等 

○ワンストップ相談支援 
  事業 
○家族介護者支援 

在宅医療連携 
拠点事業 
（医政局） 

  24‘予算 約２１億円 

○多職種連携の課題に対  
 する解決策の抽出 
 ・在宅医療に関する連携スキ 
  ームの構築 

○在宅医療従事者の負担 
 軽減の支援 
 ・一人開業医の２４時間体制 
  のサポート（輪番当番制） 

○効率的な医療提供のため  
 の多職種連携 
 ・コーディネーターの配置 
 ・地区医師会との連絡調整 

○普及啓発 
○人材育成 

人材育成や 
後方支援 

医師会の協力 
体制づくりや 
医師の参加等 

保健師 社会福祉士 
主任 

ケアマネジャー 

＜実施箇所数＞ 
  申請のあった 
  都道府県・市町村 

【趣 旨】 
医療・介護従事者、行政機関、家族等の支援関係者や対象
者が一堂に会し、個々の利用者について、アセスメント結
果を活用したケア方針の検討・決定等を行う。 
 
（構成員の例） 
    市町村、ケアマネジャー、 
    医師、医療関係者、 
    介護サービス事業者、 
    家族  
 

利用者 ケアマネ 医師等 

＜実施箇所数＞ 
 ９６箇所 
  ※モデル事業 

＜実施主体＞ 
都道府県 
市町村 
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 

＜実施主体＞ 
都道府県、市町村、医
療機関、訪問看護事業
所、医師会等職能団体
等 

 
 
 
 ※ 地域包括支援センター及び在宅医療連携拠点の連携については、地域の実情により柔軟に行うこととする。 

介護事業者 
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在宅医療・介護連携において関係者にお願いしたい役割 
～市町村、郡市医師会～ 

【市町村】 
・郡市医師会等関係者と連携し、拠点事業者による在宅医療・介護サービス提供主
体の連携の取り組みを支援し、地域全体の取り組みに広げる＇多職種連携カンファレ
ンスへの参加の連名での呼びかけ、拠点事業者の依頼に基づく各ステークホルダー
間の調整等（ 

・郡市医師会と連携し、地域の在宅医療に関わる医療機関への働きかけ＇２４時間体
制のバックアップ体制の調整、後方病床を果たす病院への協力依頼等（ 

・地域包括支援センターの運営に際して、拠点事業者との連携を図る 
・地域住民への在宅医療・介護の普及啓発 
・多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成事業地域リーダー研修への参加 

【郡市医師会】 
・多職種協働による在宅医療の提供やそのための研修への参加、拠点事業への協
力について、地域医療を担う医師に呼びかけ 

・市町村と連携し、地域の在宅医療に携わる医療機関への働きかけ＇２４時間体制の
バックアップ体制の調整、後方病床を果たす病院への協力依頼等（ 

・地域の医療関係団体への在宅医療推進の働きかけや調整 
・地域ケア会議への医師の参加の呼びかけなど、地域包括支援センターとの連携 
・多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成事業地域リーダー研修への参加 
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在宅医療・介護連携において関係者にお願いしたい役割 
～都道府県、都道府県医師会～ 

【都道府県】 
・市町村、関係団体等の意見を踏まえて、在宅医療に係る医療計画の策定＇特
に在宅医療に必要な連携を担う拠点をできる限り医療計画に位置づけ（ 

・関係者への在宅医療推進の都道府県レベルでの働きかけや調整 

・多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成事業都道府県リーダー研修
への参加 

・関係者と連携し、都道府県内での多職種協働による在宅チーム医療を担う人
材育成事業地域リーダー研修の効果的な開催 

・保健所等を通じた市町村への技術支援＇医療＇・介護（資源の可視化等（ 

 
【都道府県医師会】 
・郡市医師会に対する在宅医療推進に関する働きかけや支援 
・医療関係団体への在宅医療推進の働きかけ 

・多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成事業都道府県リーダー研修
への参加 

・都道府県内での多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成事業地域
リーダー研修の円滑な運営への支援 

・医療計画の策定に際し、都道府県と協力 
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 ○ 在宅医療連携拠点の効果的な 
   活動の在り方 
 ○ 都道府県、市町村の役割と連携 
   の在り方 
 ○ 地域における在宅医療・介護の 
   関係機関の連携や多職種連携 
   の方策を地域で検討する方策 

 ○ 災害時における対応方策 

在宅医療連携拠点事業で明らかにしたいこと 
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関係ガイドラインについて 

在宅医療連携拠点事業を実施する際には、関係ガイドラインを活用のこと。 

  

 例（ 

○ 医療システムの安全管理に関するガイドライン 第４．１版  平成２２年 厚生労働省 

ＵＲＬ： http://www.mhlw.go.jp/shingi/2010/02/s0202-4.html 

 

   ＇参考（・「医療システムの安全管理に関するガイドライン 第４．１版」に関するＱ＆Ａ 

ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/shingi/2010/02/s0201-3.html 

         ・医療情報システムを安全に管理するために  平成２１年３月 厚生労働省 

ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/03/s0301-6.html 

・「保健医療情報分野の標準規格＇厚生労働省標準規格（について」の一部改正に

ついて 平成２４年３月２３日厚生労働省政策統括官＇社会保障担当（通知 

 

○ 医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン  

   平成１６年１２月２４日 厚生労働省 

ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/houdou/2004/12/dl/h1227-6a.pdf 
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